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平成 21 年６月 30 日 

総 務 省 統 計 局 

 

平成 21 年５月の定額給付金の受給状況注１）について 

 

 

(１) 勤労者世帯 
平成21年５月の定額給付金の記入金額は，記入のない世帯も含めた勤労者世帯１世帯当

たりの平均で9,975円となり，実収入の2.3％を占めている。前年同月と比べると，実収入

は名目で0.2％，実質注２）で1.4％の増加となり，実収入の実質増減率に対する定額給付金の

寄与度は，2.32ポイントとなった。 

また，勤労者世帯のうち定額給付金記入世帯についてみると，定額給付金の記入金額の

平均は52,413円となり，実収入の10.3％を占めている。 

家計調査結果において，勤労者世帯のうち定額給付金の記入があった調査世帯の割合は，平

成21年３月が0.4％，４月が13.1％，５月が19.0％となり，その累積注３）は32.5％となっている。 

 

(２) 無職世帯 

平成21年５月の定額給付金の記入金額は，記入のない世帯も含めた無職世帯１世帯当た

りの平均で9,296円となり，実収入の20.3％を占めている注４）。前年同月と比べると，実収

入は名目で32.7％，実質注2）で34.3％の増加となり，実収入の実質増減率に対する定額給付

金の寄与度は，27.21ポイントとなった。 

また，無職世帯のうち定額給付金記入世帯についてみると，定額給付金の記入金額の平

均は39,061円となり，実収入の44.9％を占めている。 

家計調査結果において，無職世帯のうち定額給付金の記入があった調査世帯の割合は，平成

21年３月が0.7％，４月が17.7％，５月が23.8％となり，その累積注3）は42.2％となっている。 

                                                  

注１）  家計調査において収入を調査している世帯は，勤労者世帯と無職世帯のみである。なお，定額給付金の受給状況は，家計簿

へ当月に受給金額の記入があった世帯を定額給付金記入世帯として集計したものである。定額給付金記入の有無別の結果表

は「家計調査（家計収支編） 定額給付金記入の有無別の結果」のページ(http://www.stat.go.jp/data/kakei/teigaku/index.htm)

からダウンロードできる。 

注２）  実質増減率は，名目増減率を消費者物価指数（持家の帰属家賃を除く総合）の変化率で割ることにより算出した。 

注３）  調査世帯は６か月間継続して調査を行い，毎月６分の１ずつ交替している。そのため，家計調査における受給世帯と実際の受

給世帯は必ずしも一致しない。 

注４）  無職世帯については，収入に占める公的年金の割合が高いが，年金の給付は２か月に一度であるため，年金給付月でない月

の収入は少なくなり，定額給付金の割合が高くなっている。 

勤労者世帯のうち家計簿に定額給付金を記入した世帯の割合は19.0％である。

その１世帯当たりの定額給付金は52,413円で，実収入の10.3％を占めている。 

追加参考図表１ 
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表 勤労者世帯及び無職世帯の定額給付金の受給状況 

平成 21 年５月 

構成比(%) 構成比(%)

名  目 実  質 寄与度 名  目 実  質 寄与度

世帯人員（人） 3.43 - - - - 3.50 - - - -

世帯主の年齢（歳） 47.1 - - - - 47.9 - - - -

実収入(円) 436,123 100.0 0.2 1.4 1.4 509,367 100.0 17.1 18.5 18.5

　経常収入(円) 420,562 96.4 -2.1 -0.9 -0.93 447,991 88.0 4.3 5.6 5.45

　特別収入(円) 15,561 3.6 190.1 193.6 2.39 61,377 12.0 1,044.2 1,058.1 13.05

　　　うち定額給付金(円) 9,975 2.3 - - 2.32 52,413 10.3 - - 12.19

　　　（記入世帯割合(%)） (19.0)

構成比(%) 構成比(%)

名  目 実  質 寄与度 名  目 実  質 寄与度

世帯人員（人） 2.38 - - - - 2.34 - - - -

世帯主の年齢（歳） 70.6 - - - - 70.6 - - - -

実収入(円) 45,890 100.0 32.7 34.3 34.3 86,919 100.0 151.3 154.4 154.4

　経常収入(円) 31,083 67.7 6.7 8.0 6.75 39,792 45.8 36.6 38.3 32.24

　特別収入(円) 14,807 32.3 171.4 174.7 27.56 47,128 54.2 763.8 774.3 122.16

　　　うち定額給付金(円) 9,296 20.3 - - 27.21 39,061 44.9 - - 114.32

　　　（記入世帯割合(%)） (23.8)

勤労者世帯 うち定額給付金記入世帯
対 前 年 同 月 増 減 率 (%) 対 前 年 同 月 増 減 率 (%)

無職世帯 うち定額給付金記入世帯
対 前 年 同 月 増 減 率 (%) 対 前 年 同 月 増 減 率 (%)

 
 
 

（参考） 
平成 21 年４月 

構成比(%) 構成比(%)

名  目 実  質 寄与度 名  目 実  質 寄与度

世帯人員（人） 3.44 - - - - 3.49 - - - -

世帯主の年齢（歳） 46.9 - - - - 47.4 - - - -

実収入(円) 473,779 100.0 0.9 1.0 1.0 543,434 100.0 15.7 15.8 15.8

　経常収入(円) 456,278 96.3 -1.1 -1.0 -0.97 477,912 87.9 3.6 3.7 3.64

　特別収入(円) 17,500 3.7 106.8 107.0 1.93 65,522 12.1 674.2 675.0 12.16

　　　うち定額給付金(円) 7,108 1.5 - - 1.51 54,303 10.0 - - 11.57

　　　（記入世帯割合(%)） (13.1)

構成比(%) 構成比(%)

名  目 実  質 寄与度 名  目 実  質 寄与度

世帯人員（人） 2.37 - - - - 2.37 - - - -

世帯主の年齢（歳） 70.5 - - - - 69.7 - - - -

実収入(円) 402,510 100.0 2.9 3.0 3.0 503,143 100.0 28.7 28.8 28.8

　経常収入(円) 387,974 96.4 1.2 1.3 1.31 454,105 90.3 18.5 18.6 18.24

　特別収入(円) 14,536 3.6 86.8 87.0 1.73 49,038 9.7 530.2 530.8 10.56

　　　うち定額給付金(円) 6,980 1.7 - - 1.79 39,507 7.9 - - 10.11

　　　（記入世帯割合(%)） (17.7)

無職世帯 うち定額給付金記入世帯
対 前 年 同 月 増 減 率 (%) 対 前 年 同 月 増 減 率 (%)

勤労者世帯 うち定額給付金記入世帯
対 前 年 同 月 増 減 率 (%) 対 前 年 同 月 増 減 率 (%)

 
 

平成 21 年３月 

構成比(%) 構成比(%)

名  目 実  質 寄与度 名  目 実  質 寄与度

世帯人員（人） 3.44 - - - - 4.20 - - - -

世帯主の年齢（歳） 47.0 - - - - 39.9 - - - -

実収入(円) 443,429 100.0 -2.2 -2.0 -2.0 583,267 100.0 28.6 28.9 28.9

　経常収入(円) 429,745 96.9 -2.4 -2.2 -2.16 478,014 82.0 8.5 8.7 8.51

　特別収入(円) 13,684 3.1 4.6 4.8 0.14 105,253 18.0 704.4 706.0 20.37

　　　うち定額給付金(円) 273 0.1 - - 0.06 67,848 11.6 - - 14.99

　　　（記入世帯割合(%)） (0.4)

構成比(%) 構成比(%)

名  目 実  質 寄与度 名  目 実  質 寄与度

世帯人員（人） 2.36 - - - - 2.33 - - - -

世帯主の年齢（歳） 70.4 - - - - 70.5 - - - -

実収入(円) 35,461 100.0 -11.3 -11.1 -11.1 137,186 100.0 243.2 243.9 243.9

　経常収入(円) 28,081 79.2 -9.5 -9.3 -7.23 94,842 69.1 205.7 206.3 160.12

　特別収入(円) 7,380 20.8 -17.5 -17.3 -3.88 42,344 30.9 373.3 374.2 83.76

　　　うち定額給付金(円) 297 0.8 - - 0.74 40,093 29.2 - - 100.50

　　　（記入世帯割合(%)） (0.7)

無職世帯 うち定額給付金記入世帯
対 前 年 同 月 増 減 率 (%) 対 前 年 同 月 増 減 率 (%)

勤労者世帯 うち定額給付金記入世帯
対 前 年 同 月 増 減 率 (%) 対 前 年 同 月 増 減 率 (%)

 



支出金額（円）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平 成 19 年 935 656 779 809 964 686 722 1,394 813 829 745 665

平 成 20 年 830 637 808 774 962 595 777 1,256 741 875 813 698

平 成 21 年 763 572 727 632 797

100世帯当たり購入頻度（回）

１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 10月 11月 12月

平 成 19 年 41 28 36 36 37 29 31 55 36 35 33 29

平 成 20 年 40 30 40 35 40 28 32 50 31 35 35 31

平 成 21 年 35 26 35 33 41

(注)  「購入頻度」とは，調査世帯が当該項目を家計簿に何回記入したかを示すもの
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平成 21 年６月 30 日 

総 務 省 統 計 局 
 
 

有料道路料の支出金額及び購入頻度の推移 
 

 
１ ガソリン 
平成 21 年５月は，21 年３月に高速道路料金の引下げが実施されたこともあり，前年同月に

比べ支出金額は減少したものの，購入頻度は増加となっている。 
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平成 21 年６月 30 日 

総 務 省 統 計 局 

 

家計消費指数の季節調整値（試算値）の推移 

 
 

 図表 家計調査注１）及び家計消費指数注２）の消費支出（季節調整済実質指数） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 平成 

20年 

平成 

21年 

5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 12月 1月 2月 3月 4月 5月

家計調査 97.6 95.7 96.9 95.4 95.9 95.8 97.2 96.3 95.5 95.8 95.6 94.7 96.8

対前月変化率(％) 1.3 -1.9 1.3 -1.5 0.5 -0.1 1.5 -0.9 -0.8 0.3 -0.2 -0.9 2.2

家計消費指数 97.6 96.1 98.6 96.4 96.8 95.5 96.5 95.8 94.1 95.1 96.0 94.3 -

対前月変化率(％) 0.3 -1.5 2.6 -2.2 0.4 -1.3 1.0 -0.7 -1.8 1.1 0.9 -1.8 -

                                                  
注１）  季節調整の方法は，センサス局法(X-12-ARIMA Ver.0.3，詳細は「家計調査の結果を見る際のポイントＮｏ．12」

(http://www.stat.go.jp/data/kakei/point/index.htm) を参照してください。) を用いており，うるう年（４年周期），月末の曜日（28

年周期），曜日（７日周期）などの変動の要因を含めています。推定の期間は平成 12 年 1 月～20 年 12 月で，21 年 1 月以降は，

予測（延長）季節指数を使用しています。 

 

注２） 家計消費指数(詳細は「家計消費指数について」のページ(http://www.stat.go.jp/data/gousei/3.htm) を参照してください。) は，

家計調査結果のうち毎月の購入頻度が少なく結果が安定しにくい高額消費部分を，家計消費状況調査の結果で補完した結果を

指数化したもので，これにより家計消費の動向をより安定的に把握することを目的としています。 

注２） ただし，家計消費指数は，家計調査よりも後に公表する家計消費状況調査の結果を使用するため，家計調査の月分の結果を

公表する時点（原則調査月翌月末）では，前月分の結果が最新となります。 

注２） なお，家計消費指数の季節調整済実質指数は試算値であり，季節調整の方法は注１による方法と同じになりますが，推定の期

間は，平成 14 年 1 月～20 年 12 月となります。 
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平成 21 年６月 30 日 

総 務 省 統 計 局 

 

 

平成 21 年５月の消費支出の増減に寄与したとみられる 
主な要因と関連品目 

 

 

対前年同月 

実質増減率(％)    寄与度 

 

○エコポイント制度の開始 

  テレビ            ＋１４５．２     ＋０．３８ 
   

（参考） 

電気冷蔵庫             －２３．７       －０．０４ 

エアコンディショナ         －３４．０       －０．０７ 

 

○新型インフルエンザの流行 

  米（備蓄用含む）         ＋３．１     ＋０．０２ 

  他の外用薬（うがい薬含む）   ＋２８．７     ＋０．０２ 

保健用消耗品（マスク含む）   ＋７１．１     ＋０．１３ 

  国内パック旅行費        －１５．７     －０．１７ 

  外国パック旅行費        －１３．１     －０．０９ 

                         小計 －０．０９ 

 

○高速道路料金の引下げ 

  有料道路料           －１０．０     －０．０３ 

 

○昨年の原油高騰関係 

  ガソリン             ＋９．５     ＋０．２１ 
 

（参考） 

灯油                －１６．０       －０．０６ 

                          

 

寄与度の合計 ＋０．４７ 

追加参考図表４ 
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